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V要 旨

1960年10月に初めて日本に移入され水産庁淡水区水産研究所 (淡水研) で飼育されることと

なったブルーギルが、1962年11月に滋賀県水産試験場へ淡水研より分与されて以降、1976年度

までに日本全国に分布域を広げていく過程を、水産試験場が発行していた 「事業報告」と新聞

記事を中心とした文献資料を用いてあきらかにした。 本編はその後半部分にあたる。 まず本編

では、各都道府県別のブルーギルの導入状況の詳細のうちの、中国・ 四園地方と九州地方・沖

縄の分を、前号掲載の前編に引き続き記した。 今日日本に生息するブルーギルすべては、1960

年に移入されたものの子孫であると遺伝学的研究により結論づけられているが、沖縄県の一部

の水系では、この子孫ではないブルーギルが生息している可能性が、本編では指摘できた。 最

後に、ブルーギルが各都道府県に広まっていく過程を、図を用いるなどして分析した結果、以

下の事柄があきらかとなった。 まず、ブルーギJレの分布が急激に全国に拡大するのは、先行研

究が示す1980年代に入ってからではなく、1967-1971年度の問であった。 次に、淡水研から1962

-1966年度にブルーギルが配布された、大阪府以外の都道府県の一部も、他の都道府県のブルー

ギルの導入元となっていた。 さらに、ブルーギル導入の理由には、イケチョウガイの人工増殖

に用いるためや、ブラックパスを放流する際にその餌とするべく放流するという、ブルーギル

に特徴的なものもあったことが示された。

(本稿の課題と先行研究、用いる資料の特色とその限界、淡水研及び大阪府 淡水魚試験場(大阪

淡水試) からのブルーギルの各都道府県への配布状況、そして北海道・東北地方、関東地方、

中部地方、近畿地方でのプルーギルの導入状況については、前編として前号 (第41巻第1号)
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に同タイトル(1)というかたちで掲載した。 なお、前編および今号掲載の本編 (すなわち同タイ

トル(2)) にある「本稿 Jとは、前編と本編を合わせた全体を指している。)

1[. 各都道府県別のブルーギルの導入状況

6. 中国・四園地方

鳥取県には、表2 (前編に掲載) より、1968年度に造成池へ食用として、1969年度に「増殖

用(池中養殖)Jとして、その後用途は不明だが1970年度にも、大阪淡水試からブルーギjレが分

与されていることがわかる。 これを裏付ける資料として、米子市漁協が大阪淡水試から、1968

年に2，000尾、1969年に4，000尾のプJレーギル稚魚を 1 尾10円で購入したという報道がある。 この

報道によると、同漁協は岡市西福原にある「堀川池」にブルーギルを1968年11月及び1969年11

月に放流し養殖試験を行い、1970年に取り上げたところ成長が確認されたが、歩留まり (取り

上げ尾数を放流尾数で割ったもの) は約50%と悪かった。 この原因を同漁協は、第三者に釣ら

れたか洪水で逃げたかではないかと推測している。 さらに同漁協は1970年に、 2 年魚約200尾を

繁殖用として同市三柳にある[新川池」に移している(35)。 また、東伯町 (現琴浦町) 浦安に在

住する民間人が、休耕田30 aを利用して池を作り、大阪淡水試より1969年にブ戸ルーギルの親魚

を取り寄せて飼育しようとしたとの報道もある。 この試みは失敗したが、この人物は翌1970年

に大阪府岸和田市の業者からブルーギルの稚魚50，∞0尾を購入して増殖し、1974年12月現在、成

魚 (3 年以上、体長20cm以上)3，000尾、中魚(体長10-20cm) 2，000尾、稚魚100，000尾を飼育

していると記事にはある。 そしてこの人物は、養魚池を増設したり東伯町下大江地区のため池

を借りたりするだけでなく、同町内の四つの小学校のプールにブルーギル稚魚計2，000尾を放流

し、さらに一部の稚魚はl尾10-20 円で広島、 岡山などに出荷していると記されている冊。

島根県では、島根県水産試験場が1965年11月にブルーギル稚魚200尾を、1966年12月にブルー

ギル稚魚200尾(うち輸送中に50尾へい死) を滋賀水試より導入して、同試験場の玉湯試験地で

放養し飼育試験が行われている。 これは、当時計画されていた宍道湖の淡水化後の漁業振興策

として、イケチョウガイとブルーギルを用いることが考えられていたために実施された。 ブルー

ギルはイケチョウガイの人工増殖に用いるだけでなく、宍道湖に放流することで遊魚用・食用・

観賞用として利用できるのではないかとの期待もあったようである(37)。 なお島根県水産試験場

は、判明しただけでも、1963年11月・1965年11月・1966年12月に滋賀県から、1968年3 月に震ヶ

浦からイケチョウガイを導入して、試験場内だけでなく野外でも試験を行っているが、ブルー

ギルをこの野外での試験に用いたという記録は確認できなかった畑。 さらに表2 によれば、島

根県には1970年度にブルーギルの成魚が大阪淡水試より分与されているが、その用途は不明で

ある。 そしてその他の資料も含めて、島根県での1962-1976年度の聞におけるブルーギルの放

流・逸出や野外での生息の記録は見つかっていなし、。

岡山県では表2 より、鳥取県と同様に、1968年度に造成池へ食用として、1969年度に「増殖

用(池中養殖)Jとして、そして用途は不明だが1970年度に、大阪淡水試からブルーギルが分与

されている。 しかしながら、その他の資料も含めて、1962-1976年度の聞におけるブルーギル

の養成試験、あるいはブルーギルの放流・逸出や野外での生息の記録は見つからなかった。
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広島県では表2 より、1970年度にブルーギルの成魚が大阪淡水試より分与されているが、そ

の用途は不明で、ある。 ただし、広島県で内水面を対象とする事業を行っている水産試験場の、

1962-1976年度の聞の「事業報告」には、ブルーギルに直接言及している報告はない。 一方、

表2 には記載がないが、1969年に久井町(現三原市) が 「大阪から持ち帰った Jのが、広島県

下にブルーギルが導入された最初であるとの指摘がある畑。 しかしながらこの導入も用途は不

明であり、野外へ放たれたかどうかもわからない。 さらには、 当時の広島大学水畜産学部に所

属していた研究者たちが、大阪淡水試よりオス 6 尾・ メス 8 尾のブルーギル3才魚を1968年 5

月に譲り受けている。 これらの研究者たちは、上記の年月に同学部があった福山市緑町のキャ

ンパス内と推測される場所にある水槽及び造築した 「素堀の池にビニールシートを敷いたもの」

において、実験動物としてブルーギルが有用か否かを探るべく、産卵習性並びに発生と稚仔魚

の成長を調べるための実験を行っているは01。

山口県では、表2 より、1968年度に造成池へ食用として大阪淡水試からブルーギルがまず分

与されている。 そして1969年度に、「人工湖」への放流用として分与がまた行われているのは興

味深い。 しかしながら、山口県で内水面を対象とする事業を行っている水産試験場の、1962-

1976年度の聞の「事業報告 Jには、ブルーギルに直接言及している報告はない。

先に記したように、現在の徳島県三好市にある松尾川ダム湖に、淡水研で繁殖した全長平均

7 cmのフ事ルーギJレ190尾が、四国電力株式会社によって高地にある人工湖の魚族増殖を目的とし

て、1964年 6 月23日に放流されている(411。 なお表2 よりブルーギルが、造成池へ食用として1968

年度に、用途は不明だが成魚が1970年度に、大阪淡水試から分与されていることがわかる。

香川県では、まず1964年度に淡水研からブルーギルが分与され、これが 「エツタ池」という

ため池に放流されたことが表1 (前編に掲載) よりわかる。 続いて上記の松尾川ダム湖で養成

されたブルーギルが、オス・ メス合わせて全長 4 - 5cmのもの400尾、四国電力株式会社から香

川県水産試験場に1965年 5 月に分与され、これは放養試験を行うべく直ちに志度町白方 (現在

のさぬき市鴨庄白方であると思われる) にあった謹蹴用ため池に放流された畑。 さらに、1969

年度に「増殖用(池中養殖)Jとして、そして用途は不明だが1970年度に、大阪淡水試から香川

県にブルーギルが分与されていることが表2 より確認できる。 また、『釣の友j誌が1970年12月
あやがわ

に行った前記した放流活動において、 綾 南町陶(綾南町は町村合併を経て現在綾川町) の「泥
はゆか

池」に2，000尾、綾南町羽床の「大池」及び他1カ所にそれぞれ500尾、ブルーギルの稚魚が放

流されている。 加えて香川県水産試験場は1971年度に、ブルーギルを水回転用養殖に用いるた

めの養成技術指導を行ったとの、及び香川県農業試験場の試験田において、香川県農業試験場

と提携してのフ事ルーギルの試4験養殖を行ったとの報告がある(431。 しかしながら、この1971年度

の事業について実際に行われた試験の資料により確認できるのは、香川県農業試験場内の貯水

池で1971年度に行われた、ブルーギルの養殖のみである(判)。

愛媛県では、1969年度に 「増殖用(池中養殖)J として、大阪淡水試からブルーギルが分与さ

れていることが表2 よりわかる。 また、『釣の友』誌が1970年12月に行った前記した放流活動に

おいては、ブルーギjレの稚魚2，000尾が現在の新居浜市にある鹿森ダム湖に放流されている(4510

さらに、愛媛県水産試験場が淡水養殖振興策の一環として、1971年 12月に平均体長3cmのブツレー

ギル稚魚1，000尾を香川県から導入し、松野町にある「オソ駄場池」という名前のため池に放流

した(461。 その後、松野町では1973年 2月にも稚魚5，000 尾 (入手先は不明) を複数の池に放流
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し、これらの結果、19 74年には稚魚が500，00 0尾にもなった。 これらの椎魚は、19 73年には50，000

尾がすでに出荷されており、さらには、成長したブルーギルを食用魚として出荷するつもりで

あり、そこで熱帯魚をイメージさせるブルーギルという名前を改めるべく、松野町の町長が「イ

ケダイ」と命名したと報道されているは71。

上記及び表l に見えるように、高知県では19 64-19 65年度にかけて、ダム湖3カ所に淡水研

より分与されたブルーギルが放流されている。 この詳細について記述すると、ともに現在吾川

郡いの町にある長沢ダム湖と大橋ダム湖には、松尾川ダム湖と同様に、19 64年 6 月23日に四国

電力株式会社によって、高地にある人工湖の魚族増殖を目的として、淡水研で繁殖したブルー

ギルが放流された。 放流尾数は、前者が全長平均 7cmのもの130尾、後者が全長平均 7cmのもの

19 0尾であった(481。 ただし、「窪川ダム」という名前のダムは高知県に存在しない。 これは、旧

窪川町(現在の四万十町) にある佐賀取水堰(家地川ダム) のことをさすと推測される。 「窪川

ダム」への放流については、具体的な放流日時や放流尾数などは不明である。 なお、高知県内

水面漁業指導所は、奈半利川淡水漁業協同組合へブルーギルについての知見などを19 70年 2 月

に説明している(491。 その後の展開は不明だが、この事実も、これまで見てきたこの時期の四国

におけるブルーギルに対する注目を物語ると言えよう。

7. 九州地方 ・沖縄

福岡県では、福岡県有明水産試験場が福岡県大木町よりブルーギルを導入したとの記録があ

る。 資料の記述より、このブルーギルは岡県有明水産試験場の淡水実験所内の池に、19 72年度

に100尾が放養されたものであると推測される倒。 なお、岡県有明水産試験場の淡水実験所は、

大木町にあった同町営の養魚、場が移管されて19 72年度より発足しているので(511、大木町からの

導入は、単にこの移管を意味するという可能性がある。 一方、那珂川漁協は19 69年 5 月に、筑

紫 郡那珂川町にある清清ダム湖にブルーギ、Jレの稚魚10，000尾を観光 用として放流している。 そ

してこの一年後には、在来魚も含めた新たな釣り場として、南畑ダム湖には日曜 ・祝 日になる

と約400人もの釣り人が現れると報道されている(521。 なおこのブルーギルは、宮崎県のーツ瀬

ダム湖で養成されたブルーギルが「県養魚場」にも配分されたのを那珂川漁協が知り、「県養魚

場 Jから購入したと記されているが刷、この 「県養魚場」は大木町営の養魚場の誤りであると

すると、岡県有明水産試験場に導入されたブルーギルも、ーツ瀬ダム湖由来であるということ

になる。

佐賀県と長崎県側では、19 62-19 76年度の聞におけるブルーギルの放流・逸出や野外での生

息の記録、あるいは水産試験場での養成や民間での養殖の記録は確認できなかった。

熊本県では、熊本県水産試験場八代 分場が、宮崎県淡水漁業指導所より3cm大のフやルーギル

稚魚100尾を19 66年11月に導入し、同分場内の飼育池で養成することとなった(551。 記録が確認

できるだけでも、同分場は19 66年度から19 72年度にかけてブルーギルを養成し続けている。 そ

してその問、19 69年度に熊本市内に9，500尾、八代市内に6，440尾、計15，940尾の5. 0-7. 0cm大の

ブルーギルを湖沼への放流用として有償配布したのを皮切りに、19初年度は 2市l郡内に計

1 8，668尾( 7 - 8cm大)、1 971年度は 2郡内に計1，800尾(5 - 6cm大)、1 972年度はl郡内に300

尾( 8 -12cm大)、天草 郡を含む5 市3郡内に17，50 0尾( 4 - 6cm大)、計17，8∞尾のブルーギル
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を、同分場は配布した(日)。 この結果、ー業者のみであるが、民開業者による種苗を主なものと

する養殖が岡県で行われるようになり、1971年に10，000尾、1972年に15，000尾のブルーギルが生

産され、養殖用・湖沼放流用として出荷された(57)。 なお、1972年 7 月 6 日の集中豪雨による冠

水のため、ブルーギJレ稚魚約30，000尾が上記入代 分場より逃逸している明。
J， じ む

大分県では、字佐市淡水魚養殖協議会会員10名が1972年 4 月に、 当時宇佐郡安心院町 (現宇

佐市) にあった大分県内水面漁業試験場からブルーギルの成魚800尾を分与され、これらを岡市

四日市地区中敷田にあった 「上片平池 JI下片平池J Iごがんじ池J I舞坂池」に放流したとこ

ろ、その後約60，000尾の稚魚を得たとの報道がある(59)。 また、福井県水産試験場が1970年にま

とめたと思われる、当時全国の人工湖でどのような魚種がどれだけ放流されているかなどをア

ンケート調査したものには、福岡・大分・宮崎の三県のみでブルーギルが人工湖で繁殖してい

ると報告されている(曲)。 もちろん本稿でこれまであきらかにしてきたことからすれば、このア

ンケート調査は不充分なのであるが、大分県では遅くとも1970年にはブルーギルが導入されて

いたとは、少なくとも言えるであろう。 さらに、本稿が対象とした年度からは外れるが、1978

年度に行われた大野川水系についての調査で、増殖事業としてブルーギルの放流がなされてい

るとの報告があり刷、また1980年度に行われた全国の湖沼における水産利用調査では、山口県、

香川県とともに、大分県でも人工湖にブルーギルが放流されているとの報告があった(62)。

宮崎県には、1963年度と1964年度に淡水研からブルーギルが分与され、これらは現在の西都

市・西米良村にあるーツ瀬ダム湖と、宮崎県淡水漁業指導所の「事業報告」に試験池として度々

登場する、「田吉池」と言う名のため池に放流されたことが表l よりわかる。 なおーツ瀬ダム湖

には、前記したように、宮崎県淡水漁業指導所が釣りの対象魚として、1963年12月に全長3 -

4cmのフ。ルーギルを1，000尾、1964年3 月に全長3 - 4cmのフ'ルーギ、ルを2，000尾放流したとの記

録がある(臼)。 その後宮崎県淡水漁業指導所は、1966年度に2，000尾、1967年度に15，000尾のプ
みみかわ ，.白、

jレーギルを、県内を流れる耳JlIに放流している明。

鹿児島県では、鹿児島県水産試験場の大口養魚場が、現在薩摩郡さつま町にある鶴田ダム湖に

放流することを念頭において、淡水研より研究用としてブラックパス30尾とブルーギル30尾を

1966年 4 月に導入予定であると報道されている(65)。 ただしこれらのブラックパスとブルーギル

が、実際に鶴田ダム湖に放流されたかどうかは不明である。 一方、鹿児島大学水産学部がブラッ

クパス計17尾を、日置郡吹上町 (現日置市) にある中原池 (薩摩湖) に町当局と協議の上1968

年 7 月16日に放流した際、「北米での養魚池の例にならってJ、全長50-70mm のフeルーギル129尾

が同時に放流された。 なお、これらのブラックパスとブルーギルの入手先は不明である制。

沖縄県では、当時恩納村万座毛にあった VOA(Voice of America、米国政府の対共産圏向け宣

伝放送機関) 勤務の米軍人が、スポーツフィッシ ング用の釣魚として同村にある恩納ダム湖に、

1963年頃米国からブラックパスとブルーギルを移植したとの情報がある(67)。 米国から直接移入

したことが事実であるとすると、沖縄県には1960年に移入されたものの子孫以外のブルーギル

が生息していることになるが、これについては遺伝学的研究による確認が必要だろう。
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N. 日本全国へのブルーギルの分布拡大過程

1. 地図より見えるブルーギルの分布拡大過程

以上、都道府県ごとのブルーギルの導入状況があきらかになった。 続いて、このあきらかと

なった事実にもとづいて、ブルーギルが各都道府県に広まっていく過程を、 図を用いるなどし

てさまざまな角度から分析することにする。

まず各都道府県別のブルーギルの導入状況を、簡易な日本地図を用いて描き出したのが図l

である。 調査対象とした1962-1976年度を、( 1 )  1962-1966年度、( 2 )  1967-1971年度、(3 ) 

1972-1976年度の 5 年度ごとに分けて三つの地図を用意し、これらに各都道府県でのブルーギ

ルの導入状況を色分けすることで、日本全国へのブリレーギルの分布拡大過程を示すこととした。

配色は、黒色がブルーギルの放流・逸出、あるいは野外での生息が確認された都道府県、灰色

が、水産試験場内の試験池など閉鎖された場所へのフ浄ルーギルの導入は確認で、きるが、放流・

逸出あるいは野外での生息は確認できなかった都道府県、白色が、閉鎖された場所へのブルー

ギルの導入も、放流・逸出あるいは野外での生息も確認できなかった都道府県、となっている。

そして、一度でもある年度にブルーギルの放流・逸出あるいは野外での生息が確認されれば、

その年度以降はその都道府県でブルーギルが野外に定着していると考えることとした。 これは

ブルーギルが、口に入るものなら何でも食べてしまう食性、満 1歳未満、全長100剛程度で、生殖

可能となる場合があるような、成長を度外視しでも子孫を残そうとする強い繁殖力、さらには

オスが卵や椎仔魚を保護する生殖生態という特徴を有するゆえに、わずかな数の親魚からでも

爆発的な繁殖を示すこと{由)を根拠としている。 また、この時期の日本国内におけるブルーギル

への関心の高さから、一度でもある年度に閉鎖された場所へのブルーギルの導入が確認されれ

ば、その年度以降はその都道府県でフソレーギJレが飼育され続けていると、同様に考えることに

した。

上記した図示の方法を実際の都道府県を例として示すと、静岡県では1966年 4 月にブルーギ

ルが放流されているので、図l の上記(1)-(3)の地図すべてで黒色に、t奇玉県は1964年度にブルー

ギルが分与されているが、ブルーギルの放流・逸出あるいは野外での生息は確認できないので、

図1の上記(1)-(3)の地図すべてで灰色となっている。 一方栃木県では、1967年12月に栃木県水

産試験場へブルーギルが分与され、その後の1976年 5 月にブルーギルの放流が確認されたので、

(1)の地図では白色、(2)の地図では灰色、(3)の地図では黒色となることになる。 なお、表l で「放

流場所」が不明なもの、及び大阪淡水試からの1970年度の配布では、野外の湖沼・河川などへ

放流されていないと解釈し、さらに熊本県で1969年度に湖沼への放流用として配布されたブルー

ギルは、この年度に野外へと放流されたと判断して配色することとした。

図lよりまずあきらかになるのは、ブルーギルが野外に定着していると考えられる都道府県

は、1962-1966年度には 7 府県 (静岡、大阪、徳島、香川、高知、宮崎、沖縄)だ‘ったが、そ

の数は1967-1971年度には19府県(新潟、愛知、滋賀、兵庫、奈良、鳥取、山口、愛媛、福岡、

熊本、大分、鹿児島が加わる)、1972-1976年度には22府県 (栃木、千葉、京都がさらに加わ

る)となったということである。 さらにこの結果に、地図では灰色に配色した、閉鎖された場
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(1) 1962-1966年度

(2) 1967-1971年度
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図1 各都道府県別のブル ギルの導入状況

日本におけるブルーギル(Lepomis macmch目-us)の分布拡大とその経緯について1962-1976年度(2) (波透) ー161



所へのフ守ルーギルの導入は確認できるが、放流・逸出あるいは野外での生息は確認できなかっ

た都道府県を加えて、「野外・閉鎖された場所を問わず、フ、、ルーギルが導入された都道府県jと

すると、その数は、1962�1966年度には14都府県、1967�1971年度には35都道府県、1972�1976

年度には36都道府県であったということがわかるのである。

これは、本稿第I章で取り上げた、全内漁連の報告書によるまとめとは異なった結果となっ

ている。 全内漁連の報告書では、1960�1969年に 4 県 (静岡、広島、宮崎、鹿児島) だったブ

ルーギルが野外で生息する都道府県は、1970�1979年には 8 県 (新潟、奈良、和歌山、福岡が

加わる)に増加したにすぎなかった。 そしてその数は、1988年には39都府県というように、1980

年代 に入って急激に拡大したとされていた。 しかし本稿が行った、文献資料に対する歴史学的

な調査からあきらかになったのは、ブルーギルの分布が急激に拡大するのは上記報告書が示す

より1O�20年ほど早い、1967�1971年度の間だ、ったということである。

ただし今回の調査であきらかとなった、1967�1971年度の閉までにブルーギルが野外に定着

していると考えられる都道府県は19府県で、あって、これは全47都道府県の約40%なので、ブルー

ギルの分布がこの時期に「急激に J拡大したとは、この数字で言い切るのは難しいのかもしれ

ない。 しかしながら、「野外・閉鎖された場所を問わず、ブルーギルが導入された都道府県」は、

この聞に前の 5 年間の 2 倍以上の35都道府県になっている。 そしてこの35都道府県のうちの16

都道府県が、閉鎖された場所へのブルーギルの導入は確認できるが、放流・逸出あるいは野外

での生息は確認できなかった都道府県ということになる。 この 「閉鎖された場所jは、表1 ・

表2 にあるように水産試験場または民聞の養殖業者設置の池と考えられ、そこでは養成などの

試験または種苗生産のための増殖が行われていたと、表1 ・表2 のみならず第E章で詳述した

各都道府県のブルーギルの導入状況の記録より推察される。 だとすると、鳥取県や熊本県の事

例のように、上記16都道府県でも水産試験場や民間の養殖業者が拠点となり、そこで増殖され

たブルーギルが各都道府県内に配布されそのまま放流される、あるいは配布先などで逸出する

ことで、野外で生息するようになるということもあった可能性がある。 このように考えていく

と、「野外・閉鎖された場所を問わず、ブルーギルが導入された都道府県jの数も根拠に入れ

て、1967�1971年度の聞に「急激に」拡大したと表現することは、誇張であるとは言い切れな

いのではないだろうか。 とはいえ上記したことは可能性であって実証されているわけではない

ので、各都道府県で発行されているいわゆる地方紙の記事を丹念に調べるなどして、事実を積

み上げていく作業が今後必要となってくるだろう。

2. 各都道府県へのブルーギルの導入元

次に、本稿第E章であきらかにしたブルーギルの分布拡大過程の記録より確認できる、各都

道府県がどこからブルーギルを導入したのかを示したのが図 2 である。 まず、1962�1976年度

の聞における各都道府県のフ。ルーギ、ル導入を、その導入元からの破線と矢印で記した。 さらに

は、ix 県の水産試験場から分与されたブルーギルをため池Yに放流した」などといった記述に

より、その導入が原因で、導入先の都道府県においてブルーギルが野外で生息することとなっ

た可能性があると明確にわかるものについては、これを実線で示すこととした。 なお、淡水研

や一碧湖など具体的な導入元の場所がわかるものに対しては、それを明示することとしたが、
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導入先については、その具体的な場所がわかる場合でも都道府県名とすることを基本とした。

それから図 2 では、寝屋川養魚場・大阪淡水試を 「大阪淡水試」、宮崎県淡水漁業指導所を 「淡

水漁業指導所」と略して記しである。

すでに指摘したように、大阪淡水試がブルーギルの各都道府県への主要な供給源となってい

たことは表2 よりわかるが、 図 2 はこの事実を再確認するものとなっている。 加えて、表1 で

示された淡水研からの導入が行われた都道府県の多くが、その後大阪淡水試からブルーギルを

また導入していることが、 図 2 を作成することによってあきらかになった。 具体的には、1962

-19 76年度までに 「野外・閉鎖された場所を問わず、ブルーギルが導入された都道府県J36の

うち、大阪淡水試からブルーギルが導入されていないのは、米国からのみ 1 (沖縄)、淡水研か

らのみ4 (栃木、滋賀、高知、宮崎)、宮崎県からのみ 2 (福岡、熊本)、不明3 (京都、大分、

鹿児島) の、計10府県のみとなっているのである。

次に図 2 よりあきらかになるのは、淡水研から1962-1966年度にブルーギルが配布された都

道府県の一部が、大阪淡水試ほどではないにせよその後拠点となって、いくつもの都道府県の

その導入元となっていることである。 これには、静岡県、滋賀県、徳島県、香川県、宮崎県が

あてはまる。 これらの中で注目されるのが、四国や九州での動向である。 四国では香川県に、

淡水研や大阪淡水試そして近隣の徳島県からブルーギルが分与されているだけでなく、それが

香川県内に放流されたり愛媛県に分与されたりすることで、四国全域にブルーギルが野外で生

息する一因がっくり出されている。 また九州では、淡水研から宮崎県へ1963 ・1964年度にかけ

て分与されたブルーギルが、その後熊本県と福岡県に導入され、結果この3 県ともブルーギル

が野外に放流・逸出することとなった。 このように、本州から海によって隔てられた島である

四国と九州にブルーギルが分布する過程では、東京(淡水研) と大阪 (大阪淡水試) の 「中継

地」となるような県が存在していたのである。

とはいえ栃木県の例に見えるように、淡水研からは表1 に記載されたものの他にも、また広

島県の例に見えるように、大阪淡水試からは表2 に記されたものの他にも、ブルーギルの分与

が1962-1976年度にあったことは確実である。 従って、表l ・表2 に用いた資料以外の、淡水

研及び大阪淡水試からのブルーギルの分与についてのまとまった記録が見いだされれば、本稿

第E章の記述そして図 2 は、より詳細なものに書き換えられ得るだろう。

3. 各都道府県へのブルーギル導入の理由

最後に、1962-1976年度という時期の各都道府県へのブルーギル導入の理由について検討し

よう。 本稿第E章であきらかにしたことによれば、ブルーギル導入の理由は、水産試験場など

での試験用、食用、観賞用、遊魚用、あるいは養殖用の種苗として生産する、さらにはイケチョ

ウガイの人工増殖に用いるためや、ブラックパスを放流する際にその餌とすべく放流するとい

うもので、あった。 ただし、表2 の1969年度のところの用途が、多くが 「増殖用(池中養殖)J と

なっているように、その導入の理由が明確ではないものがいくつもあること、そして導入の理

由は、上記のうちの一つに限定されないと推測できることには、留意する必要があると考えら

れる。

もちろんこの時期の各都道府県でのブルーギルの導入には、多目的ダムの建設をはじめとす

日本におけるブルーギル(Lepomis macγ'Ochirus)の分布拡大とその経緯について1962-1976年度(2) (渡漫) -163一
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る第二次大戦後の各地での巨大開発、減反政策の開始、そして公害問題などといった、当時の

時代 状況が色濃く反映されている。 とはいえ、ダム湖となった農地や林地に代 わる新たな産業

の振興のために放流する、あるいは使われなくなったため池に放流する魚類は、食用や遊魚用

であれば、 コイやフナといった在来種や、ニジマスなどのすでに日本に導入されていた移入種

でも、新奇性を除けば充分であったはずである。 そこでこのことに鑑み、本稿では上記の導入

の理由のうちブルーギルに特徴的な、すなわちイケチョウガイの人工増殖に用いるためと、ブ

ラックパスを放流する際にその餌とすべく放流することの二つを取り上げ、若干の考察を加え

ることとしたい。

先に記したように、もともとは琵琶湖固有種で淡水真珠の母員として用いられるイケチョウ

ガイを、1962-1976年度の聞に導入したことが本稿の調査であきらかになった都道府県は、秋

田、茨城、静岡、島根の 4 県であった。 これにイケチョウガイが在来していた滋賀県を加える

と、これら 5 県でイケチョウガイの人工増殖が試みられていたことになる。 これらのうち、資

料にブルーギルへの言及があったのは滋賀と島根の 2 県で、ともにイケチョウガイの人工増殖

にブルーギルを導入して利用しようとするものであった。 そして滋賀県では、この導入が野外

でブルーギルが生息するきっかけとなっていた。

イケチョウガイの導入がいくつもの都道府県で試みられていたのは、この時期の琵琶湖での

淡水真珠生産が経営経済的に好調だ、ったので側、これを比較的大きな湖がある他の都道府県で

も実施できないかと考えたことが原因であると思われる。 だとすれば、上記の秋田、茨城、静

岡の3 県でのイケチョウガイに絡んだ、ブルーギル導入の可能性、あるいはその他の都道府県で

の、イケチョウガイの人工増殖のためのブルーギルの導入の可能性もあるだろう。 これについ

ては、さらなる調査が必要となると考えられる。

一方、ブラックパスを放流する際に、その餌とするためにブルーギルを放流した例としては、

千葉県の雄蛇ヶ 池での放流がこれに当てはまる。 また、鹿児島県の中原池 (薩摩湖) と沖縄県

の恩納ダム湖でも、ブルーギJレがブラックパスと併せて放流されている。 これら二つの県での

放流は、ブラックパスの餌とするためにブルーギルを放流したのか、資料からは明確ではない

が、その意図があった可能性は高いであろう。

沖縄県での放流が米軍人によってなされ、そして鹿児島県での放流が 「北米での養魚池の例

にならって」なされたと述べられていることから、ブラックパスを放流する際に餌料としてブ

ルーギルを同時に放流する方法は、米国である程度普及しており、これがこの時期までに文献

などで日本へと伝わっていたものと思われる。 この方法がいつ、どのようにして、雄蛇ヶ 池で

「密放流」を行った釣り人たちにまで伝わっていったのかについては、今後の課題としたい。 ま

た本稿の調査の過程で、1962-1976年度という時期に、水産試験場という公的な組織がブラッ

クパスの飼育または試験を行っていた事実が、栃木、神奈川、兵庫の3 県で確認できた。 従っ

てイケチョウガイの場合と類似したかたちでの、上記の3 県でのブラックパスとブルーギルを

併せた試験の可能性、あるいはその他の都道府県での、ブラックパスの飼育のためのブルーギ

ルの導入の可能性もあるだろう。 これについても、さらなる調査を行っていくこととしたい。
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V. まとめ

本稿であきらかになったことを、最後にまとめてみる。

1960年10月に初めて日本に移入され淡水研で飼育されることとなったブルーギルが、1962年

11月に滋賀水試へ淡水研より分与されて以降、1976年度までに日本全国に分布域を広げていく

過程を、水産試験場が発行していた 「事業報告」と新聞記事を中心とした文献資料を用いて、

本稿では述べてきた。 そこではまず、各都道府県のブルーギルの導入状況について議論した。

その中で最も重要なのは、今日日本に生息するブルーギルすべては、1960年に移入されたもの

の子孫であると遺伝学的研究により結論づけられているが、沖縄県の一部の水系では、この子

孫ではないブルーギルが生息している可能性を指摘できたことである。

次に、上記した各都道府県のブルーギJレの導入状況を検討することで、以下の事柄があきら

かとなった。 まず、ブルーギルの全国での分布が急激に拡大するのは、第I章及び第w章第l

節で取り上げた、全内漁連の報告書が示す1980年代 に入ってからではなく、それより10-20年

ほど早い、1967-1971年度の間だったということである。 次に、大阪淡水試がブルーギルの各

都道府県への主要な供給源となっていたことが確認できるとともに、淡水研から1962-1966年

度にブルーギルが配布された都道府県の一部も、四国や九州で典型的なように、いくつもの都

道府県のその導入元となっていることである。 最後に、各都道府県でのブルーギル導入の理由

は、水産試験場などでの試験用、食用、観賞用、遊魚用、あるいは養殖用の種苗として生産す

るということとともに、イケチョウガイの人工増殖に用いるためや、プラックパスを放流する

際にその餌とするべく放流するという、ブルーギJレに特徴的なものもあったということである。

なお、プルーギJレをブラックパスの餌等として利用するために、ブラックパスとともに放流

する、という米国での方法をまねて、日本でブラックパスを 「密放流 Jする際にブルーギルも

あわせて放流したのが、ブルーギルが全国に広まった原因だとする主張(70)があり、この主張に

対するブラックパス釣り愛好者たちの反論(71)もあった。 これについては、本稿であきらかにし

たことからは、11962-1976年度の聞にブルーギルが野外で生息することになった原因となるも

のとして、 ブラックパスを放流する際にその餌とするべくブルーギルを放流したという事実は

あったが、それがその原因のすべてではない」と言えることになる。 ただし、この言明は1962

-1976年度の聞の事柄について言えるものであって、より確定的なことを言うためには、1977

年度以降の時期についての、本稿で行ったのと同様の調査が必要となる。 加えて、本稿第N章

で今後の課題としてあげたことだけでなく、本稿前半部にある注目-13で示した、1962-1976

年度の聞の 「事業報告」がきちんとしたかたちで得られなかった都府県における、ブルーギル

の導入過程を新たな資料を用いてあきらかにすることで、図 1 、 図 2 をはじめとする本稿の今

後の改訂が実施でき、さらには現在までに至る、日本におけるブルーギルの分布拡大について

も、明確にすることができるだろう。

注

(35) r日本海新聞j 1970年 5月28日号。 なおこの記事には、「大阪の淡水区研究所」から購入したとあるが、大阪

淡水試 の誤りであるとして訂正した。 また、「堀川池H新川池」とも、現時点では所在を確認できなかった。
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